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Ⅰ 長期財政見通しの前提条件 

 

１ 長期財政見通しの策定 

 本市は，「第７次土浦市総合計画」における将来像「水・みどり・人がきらめく 安心

のまち 活力のまち 土浦」の実現に向け，新庁舎の新築移転や，新消防庁舎，市営斎場，

新図書館をはじめとする合併特例債事業など，本市発展の根幹となる社会資本の整備に，

重点的・集中的に取り組んできました。そして，平成 30 年度からの 10 年間は，現在策定

を進める「第８次土浦市総合計画」の下，新たな取組が始まります。 

 「第８次土浦市総合計画」の施策を推進するに当たっては，これまでの大規模事業に伴

う維持管理費や公債費の増のほか，増大を続ける社会保障関係費，老朽化した公共施設等

の改修・更新費用など，様々な財政的課題にも対応していく必要があります。市税収入の

減が見込まれる中，新しい土浦市に向けた，計画的で戦略性の高い，持続可能な行政運営

の指針とするため，平成 29 年度「３ヵ年事業実施計画」（平成 30～32 年度）の策定に合

わせ，長期的な展望に立った財政見通しを策定するものです。 

 

２ 会計 

 一般会計 

 

３ 期間 

 平成 30 年度から平成 39 年度までの 10 年間 

 

４ 前提条件 

（１）基本条件 

○ 現行制度及び現時点で判明している制度改正等を踏まえて策定しています。 

○ 実際の予算編成においては，今後の新たな制度改正や，国・県予算等の状況により変

動するため，本見通しとは合致しない場合があります。 

○ 公共施設等の維持補修費について，突発的に生じる修繕を含め，今後の修繕などに年

間 5億円（10 年間で 50 億円）を要するものとして，「３ヵ年事業実施計画」に加算し

て見込んでいます。 

○ 平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見込んでいます。 

 

（２）人口推計 

 平成 27 年 10 月に策定した「土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」において推

計した将来人口（図 1-1）を，市税，扶助費等の試算に反映させています。 
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図 1-1 人口推計 

 

出典：土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

 

５ 歳入・歳出の推計 

（１）歳入 

① 市税 

 市民税は，平成 29 年度予算に過去の平均伸率を乗じた上で，平成 34 年度以降は，「土

浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の年齢（3 区分）別人口推計のうち，生産

年齢人口の推移を加味して算出しました。また，法人市民税法人税割は，平成 31 年 10

月からの標準税率の引下げ（制限税率 12.1％→8.4％）を見込んでいます。 

 固定資産税及び都市計画税（土地）は，平成 29 年度予算に過去の平均伸率を乗じて

算出しました。 

 固定資産税及び都市計画税（家屋）は，3年ごとの基準年度を設定し，平成 29 年度予

算に各基準年度の平均伸率を乗じて算出しました。 

 その他の税目は，平成 29 年度予算に過去の平均伸率を乗じて算出しました。 

 

② 地方譲与税交付金 

 地方消費税交付金については，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ分（社会保障財

源分）を見込みました。 

 自動車取得税交付金については，平成 31 年 10 月からの自動車取得税廃止を見込みま

した。 

 

③ 地方交付税 

ア 普通交付税 

○ 基準財政収入額 

  市税については，各年度の調定見込額に算入率 75％を乗じて算入しました。 

各種交付金は，地方消費税交付金については平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ

（8％→10％）を考慮し，従来分（一般財源分）は算入率 75％を乗じて算入，引上げ

分（社会保障財源分）は 100％を算入しました。 
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○ 基準財政需要額 

  平成 29 年度算定額を基礎に，合併特例債や臨時財政対策債など，基準財政需要額

に算入される公債費の増減を見込んで算出しました。 

なお，合併算定替（合併後 10 年間，旧土浦市と旧新治村がそれぞれ存続したと仮定

して算定した普通交付税額が配分される制度）による増加額が平成 32 年度まで段階

的に縮減されることを見込んでいます（図 1-2 合併算定替イメージ）。 

 

図 1-2 合併算定替イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特別交付税 

  平成 28 年度決算額を基礎に，震災復興特別交付税等を見込んで算出しました。 

 

④ 負担金・使用料等 

 平成 29 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込んだ上で，新たな歳入として，平成 30 年度からの家庭ごみ有料化に伴う手数料を加

算して算出しました。 

 

⑤ 国県支出金 

 経常的経費については，平成 29 年度予算を基礎に，対象事業の今後の状況を個別分

析し，扶助費の推移や過去の決算伸率等を勘案して算出しました。 

 

⑥ 市債 

 臨時財政対策債は，平成 29 年度発行可能額を基礎に，過去の平均伸率や国の動向を

踏まえて算出しました。 

 その他の市債は，「３ヵ年事業実施計画」に基づく額を計上しました。 

 

⑦ その他 

 財産収入，寄付金，諸収入等を計上しています。また，学校給食費等について，平成

31 年度の消費税率引上げ（8％→10％）による増額を見込んでいます。 
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（２）歳出 

① 人件費 

 一般職の給料については，平成 29 年度予算を基礎に，年度末退職者に係る給料を差

し引き，新年度採用者に係る給料を加えて算出しました。また，非常勤職員等の報酬の

ほか，短時間再任用職員の給料を見込んで算出しました。  

 

② 扶助費 

 平成 33 年度までは，平成 29 年度予算を基礎に，個別の事業（生活保護費，障害福祉

費，児童福祉費，老人福祉費等）の過去 3年間の決算状況等を勘案して算出し，平成 34

年度以降は「土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」の年齢（3 区分）別人口推

計を加味して算出しました。 

 

③ 公債費 

 新規発行債については，借入先や事業ごとに借入条件を設定して償還額を算出し，既

発債の償還額と合計して算出しました。 

（借入条件） 縁故債：年利 0.5％，3年据置 20 年償還 

       臨時財政対策債：年利 0.3％，3年据置 20 年償還 

       上下水道事業債：年利 0.5％，5年据置 30 年償還 

 

④ 物件費 

 平成 29 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込んだほか，図書館及び学校給食センターの移転整備に伴う維持管理費の増加分や市民

ギャラリーの開設に伴う運営費を加算して算出しました。 

 

⑤ 維持補修費 

 平成 29 年度予算を基礎に，平成 31 年 10 月からの消費税率引上げ（8％→10％）を見

込むほか，突発的に生じる修繕を含め，今後の修繕などに年間 5 億円（10 年間で 50 億

円）を要するものとして，「３ヵ年事業実施計画」に加算して見込んでいます。 

 

⑥ 補助費等 

 平成 29 年度予算を基礎とし，平成 30 年度以降は，市税前納報奨金廃止による減額を

見込みました。 

 

⑦ 繰出金 

 公共用地先行取得事業，下水道事業，農業集落排水事業，駐車場事業の各特別会計に

ついては，公債費の償還状況と事業費の増減を勘案して算出し，国民健康保険，介護保

険，後期高齢医療の各特別会計については，事業費の状況を勘案して算出しました。 

 なお，国民健康保険は，平成 30 年度から茨城県が保険者となることから，事業の安 



 

5 

定化による基準外操出の減少を見込みました。 

 

⑧ 投資的経費 

 「３ヵ年事業実施計画」に基づく事業費に加え，「土浦市公共施設等総合管理計画」

を踏まえた公共施設等の改修・更新費を加味して算出しました。 

  ⇒ 主な事業は「表 1-1 主要事業一覧」を参照。 

 

⑨ その他 

 積立金，投資及び出資金・貸付金を計上しています。 
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表 1-1 主要事業一覧 

 

 

 

  

事業名 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

神立駅西口自転車駐車場新築事業

一般廃棄物有料化事業

汚泥再生処理センター整備事業

清掃センター延命化事業

農道・かんがい排水事業

道路新設改良事業

道路ストック修繕事業

橋梁耐震対策・長寿命化修繕事業

公共下水道（汚水）整備事業

公共下水道雨水排水路整備事業

下水道ストックマネジメント事業

神立駅西口地区土地区画整理事業

亀城モール整備事業

土浦港周辺広域交流拠点整備事業

常名虫掛線街路事業

神立停車場線街路事業

荒川沖木田余線(Ⅰ期)整備事業

学校施設非構造部材耐震化事業

学校給食センター再整備事業

新図書館図書等整備事業

新図書館管理運営事業

市民会館耐震補強工事

茨城国体準備事業
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検討中の事業

宿泊等施設整備事業

常名運動公園整備事業

土浦駅東口ペデストリアンデッキ延伸整備事業

荒川沖木田余線（Ⅱ期）整備事業

（仮称）赤池公園整備事業

小学校適正配置推進事業
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Ⅱ 長期財政見通し総括表 

表 2-1 長期財政見通し総括表 

１　長期財政収支

H29 H30 H31 H32 H33 H34

53,105.1 50,329.6 50,934.4 48,848.9 47,834.4 47,854.5

22,430.4 22,146.0 22,198.9 21,879.4 21,331.0 21,394.4

3,400.7 3,400.7 3,412.4 3,683.2 3,683.2 3,683.2

4,581.1 4,376.0 3,983.6 4,404.8 4,335.5 3,916.6

1,873.3 1,873.2 1,928.9 1,984.7 1,984.7 1,984.7

11,737.6 10,825.3 10,744.0 10,863.2 10,805.8 11,254.7

7,086.7 5,470.6 6,495.6 3,893.3 3,569.6 3,498.7

合 併 特 例 債 956.5

臨 時 財 政 対 策 債 2,066.9 1,975.2 1,887.6 1,803.8 1,723.8 1,932.9

そ の 他 4,063.3 3,495.4 4,608.0 2,089.5 1,845.7 1,565.9

1,995.4 2,237.7 2,171.1 2,140.3 2,124.7 2,122.3

53,633.7 50,813.1 51,692.6 49,476.0 48,811.6 49,295.0

25,337.5 25,508.1 25,927.9 26,644.7 27,188.6 27,660.2

人 件 費 8,992.2 8,650.4 8,509.3 8,420.7 8,330.3 8,303.0

扶 助 費 11,364.6 11,725.8 12,087.4 12,478.1 12,889.3 13,296.7

公 債 費 4,980.7 5,131.8 5,331.2 5,745.8 5,969.0 6,060.5

7,820.6 8,096.7 8,083.7 7,876.7 7,905.1 7,960.1

809.4 1,296.4 1,340.8 1,296.8 1,290.8 1,300.9

3,973.6 2,850.7 2,398.8 2,438.2 2,330.0 2,239.9

7,410.5 6,529.0 6,465.4 6,488.9 6,482.0 6,517.9

8,155.7 6,327.5 7,111.1 4,615.4 3,500.0 3,500.0

126.4 204.8 364.8 115.3 115.2 115.9

▲ 528.6 ▲ 483.5 ▲ 758.2 ▲ 627.1 ▲ 977.2 ▲ 1,440.5

640.0 483.5 758.2 627.1 977.2 1,440.5

111.4

２　年度末基金残高

H29 H30 H31 H32 H33 H34

5,990.1 5,506.6 4,748.4 4,121.3 3,144.1 1,703.6

4,614.3 4,230.8 3,572.6 3,145.5 2,368.3 1,227.8

1,375.8 1,275.8 1,175.8 975.8 775.8 475.8

2,900.5 2,783.8 2,666.3 2,548.8 2,431.3 2,313.8

8,890.6 8,290.4 7,414.7 6,670.1 5,575.4 4,017.4

　

３　年度末地方債残高（全会計）

H29 H30 H31 H32 H33 H34

103,647.8 103,977.9 105,115.9 103,246.3 100,834.7 98,242.3

物 件 費

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　科　目

歳 入 合 計 (A)

市 税

地 方 譲 与 税 交 付 金

地 方 交 付 税

負 担 金 ・ 使 用 料 等

国 県 支 出 金

市 債

そ の 他

歳 出 合 計 (B)

義 務 的 経 費

一 般 財 源 基 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 出 金

投 資 的 経 費

そ の 他

歳 入 (A) － 歳 出 (B)

一 般 財 源 基 金 繰 入 額

歳 入 － 歳 出 （ 再 ）

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目

財 政 調 整 基 金

合 計

地 方 債 残 高

市 債 管 理 基 金

特 定 目 的 基 金

　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　　項　目
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※表示単位未満を四捨五入しているため， 

合計等が一致しない場合があります。 

 

歳入から歳出を差引いた収支不足は，

一般財源基金の繰入れにより補てんし

ています。 

平成 36 年度には，一般財源基金が枯渇

し，財源不足が生じる見込みです。 

 

（単位：百万円）

H35 H36 H37 H38 H39

48,254.0 48,325.2 48,411.1 48,552.2 48,612.9

21,491.2 21,218.4 21,296.1 21,411.8 21,158.8

3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2

3,930.4 4,106.8 4,053.8 3,999.3 4,147.0

1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7

11,563.9 11,834.4 12,147.1 12,327.0 12,541.6

3,478.1 3,425.1 3,373.6 3,323.6 3,275.0

1,878.4 1,825.4 1,773.9 1,723.9 1,675.3

1,599.7 1,599.7 1,599.7 1,599.7 1,599.7

2,122.6 2,072.6 1,872.6 1,822.6 1,822.6

49,776.8 49,943.4 50,049.5 50,143.6 50,419.9

28,117.7 28,363.8 28,521.2 28,691.3 28,783.7

8,287.1 8,302.5 8,293.9 8,203.3 8,121.4

13,695.1 14,078.9 14,442.5 14,780.7 15,088.5

6,135.5 5,982.4 5,784.8 5,707.3 5,573.8

8,052.2 7,934.7 8,021.9 7,947.4 8,034.1

1,276.7 1,284.5 1,278.0 1,276.7 1,284.5

2,235.2 2,234.8 2,234.8 2,234.8 2,235.2

6,479.2 6,509.6 6,377.7 6,377.4 6,466.5

3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0

115.9 115.9 115.9 115.9 115.9

▲ 1,522.8 ▲ 1,618.2 ▲ 1,638.4 ▲ 1,591.4 ▲ 1,807.0

1,522.8 180.7

▲ 1,437.5 ▲ 1,638.4 ▲ 1,591.4 ▲ 1,807.0

H35 H36 H37 H38 H39

180.7

104.9

75.8

2,196.3 2,178.8 2,161.3 2,143.8 2,126.3

2,377.0 2,178.8 2,161.3 2,143.8 2,126.3

H35 H36 H37 H38 H39

95,502.0 92,846.5 90,319.5 87,802.4 85,355.7
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Ⅲ 長期財政見通しの概要 

 

１ 財政収支の見通し 

 一般財源基金の繰入を除いた財政収支については，土浦駅前北地区市街地再開発事業や

新治地区小中一貫教育学校整備事業などの大規模事業の完了に伴い改善する見込みです。

しかし，平成 33 年度以降は，歳入面では法人市民税法人税割の税率引下げによる市税の

減や普通交付税の合併算定替終了による減，歳出面では高齢化の進展に伴う扶助費の増や

近年の大規模事業実施で発行した市債の償還に伴う公債費の増などにより，収支不足が再

び増加に転じ，平成 34 年度以降は収支不足が 14 億円を上回る状況が続く見込みです。 

 平成 29 年度から平成 39 年度までの累積収支不足額は 130 億円となり，平成 28 年度決

算剰余金の捻出，平成 29 年度予算の抑制，さらには「３ヵ年事業実施計画」において実

施事業を厳しく絞り込んだことで，昨年度に見込んだ平成 28 年度から平成 39 年度までの

累積収支不足額 162 億円より改善する見込みですが，継続的な厳しい行財政改革が不可欠

といえます。 

図 3-1 財政収支の見通し

 

  

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

財 政 収 支 ( 単 年 度 ) ▲ 528.6 ▲ 483.5 ▲ 758.2 ▲ 627.1 ▲ 977.2 ▲ 1,440.5 ▲ 1,522.8 ▲ 1,618.2 ▲ 1,638.4 ▲ 1,591.4 ▲ 1,807.0

累 積 財 政 収 支 額 ▲ 528.6 ▲ 1,012.1 ▲ 1,770.3 ▲ 2,397.4 ▲ 3,374.6 ▲ 4,815.1 ▲ 6,337.9 ▲ 7,956.1 ▲ 9,594.5 ▲ 11,185.9 ▲ 12,992.9

▲ 2,000

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

▲ 528.6 ▲ 483.5

▲ 758.2

▲ 627.1

▲ 977.2

▲ 1,440.5
▲ 1,522.8

▲ 1,618.2▲ 1,638.4
▲ 1,591.4

▲ 1,807.0

（単位：百万円） 
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２ 歳入・歳出の見通し 

（１）歳入 

 大規模事業に伴う国県支出金及び市債の減により，平成 32 年度以降は，470 億円から

490 億円で推移する見込みです。 

図 3-2 歳入の見通し

 

① 市税 

 個人市民税は，緩やかな増加基調が続く見込みです。 

法人市民税は，平成 31 年度までおおむね横ばいで推移しますが，平成 31 年 10 月か

らの消費税率引上げと同時に実施される法人税割の税率引下げ（12.1％→8.4％）の影

響により，平成 32・33 年度に大幅に減少し，以後，再び横ばいで推移する見込みです。 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

市 税 22,430.4 22,146.0 22,198.9 21,879.4 21,331.0 21,394.4 21,491.2 21,218.4 21,296.1 21,411.8 21,158.8

地方譲与税交付金 3,400.7 3,400.7 3,412.4 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2 3,683.2

地 方 交 付 税 4,581.1 4,376.0 3,983.6 4,404.8 4,335.5 3,916.6 3,930.4 4,106.8 4,053.8 3,999.3 4,147.0

負 担 金 ・ 使用 料等 1,873.3 1,873.2 1,928.9 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7 1,984.7

国 県 支 出 金 11,737.6 10,825.3 10,744.0 10,863.2 10,805.8 11,254.7 11,563.9 11,834.4 12,147.1 12,327.0 12,541.6

市 債 7,086.7 5,470.6 6,495.6 3,893.3 3,569.6 3,498.7 3,478.1 3,425.1 3,373.6 3,323.6 3,275.0

そ の 他 1,995.4 2,237.7 2,171.1 2,140.3 2,124.7 2,122.3 2,122.6 2,072.6 1,872.6 1,822.6 1,822.6

歳 入 合 計 53,105.2 50,329.5 50,934.5 48,848.9 47,834.5 47,854.6 48,254.1 48,325.2 48,411.1 48,552.2 48,612.9

（単位：百万円）
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固定資産税は，地価の横ばい地点が増加していることから，土地税収の減収傾向は落

ち着き，全体として横ばいで推移する見込みです。 

 市税総額では，税制改正による法人市民税の減少が影響し，平成 32・33 年度で減少

した後，おおむね横ばいで推移する見込みです。 

図 3-3 市税の見通し

 

 

② 地方交付税 

ア 普通交付税 

 普通交付税は，平成 28 年度から平成 32 年度までの 5年間に合併算定替による増加

額が段階的に縮減されます（P.3 図 1-2）。一方で，合併特例債や臨時財政対策債など

の基準財政需要額に算入される公債費が増加するとともに，市税の減少により基準財

政収入額が減少することから，交付税額は緩やかな増加基調で推移すると見込んでい

ます。 

イ 特別交付税 

  特別交付税は，平成 30 年度までの清掃センター延命化事業及び平成 32 年度までの

汚泥再生処理センター整備事業に対する震災復興特別交付税による増収を見込んで

います。 

 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

個 人 市 民 税 8,019.2 8,038.2 8,059.2 8,081.9 8,105.3 8,127.1 8,149.2 8,171.5 8,194.6 8,217.7 8,240.9

法 人 市 民 税 2,242.9 2,214.3 2,188.2 1,766.8 1,489.7 1,471.6 1,452.2 1,436.2 1,415.9 1,399.0 1,385.1

固 定 資 産 税 9,137.8 8,870.5 8,898.0 8,954.2 8,680.0 8,712.7 8,772.7 8,503.3 8,539.1 8,601.6 8,336.3

そ の 他 3,030.5 3,023.0 3,053.5 3,076.5 3,056.1 3,083.0 3,117.1 3,107.4 3,146.5 3,193.5 3,196.6

市 税 合 計 22,430.4 22,146.0 22,198.9 21,879.4 21,331.0 21,394.4 21,491.2 21,218.4 21,296.1 21,411.8 21,158.8

（単位：百万円）
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図 3-4 地方交付税の見通し 

 

 

③ 国県支出金 

 国県支出金は，土浦駅前北地区市街地再開発事業及び新治地区小中一貫教育学校整

備事業の完了に伴い平成 30 年度に減少し，その後，扶助費の増などにより増加してい

く見込みです。なお，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえた改修・更新費に

対する国庫支出金として，毎年度 7.9 億円程度を見込んでいます。 

図 3-5 国県支出金の見通し 

 

 

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

普 通 交 付 税 3,154.1 3,425.6 3,496.5 3,432.0 3,971.6 3,552.7 3,566.6 3,742.9 3,689.9 3,635.5 3,783.1

特 別 交 付 税 1,427.0 950.5 487.1 972.8 363.9 363.9 363.9 363.9 363.9 363.9 363.9

地方交付税(合 計) 4,581.1 4,376.0 3,983.6 4,404.8 4,335.5 3,916.6 3,930.4 4,106.8 4,053.8 3,999.3 4,147.0

（単位：百万円）
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（単位：百万円）
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④ 市債 

 地方交付税の財源不足を補う臨時財政対策債は，財源不足が解消に向かい減少基調と

なることを見込んでいますが，過去の発行額に係る償還額が大きいことから，減少傾向

にありながらも，当分の間は発行が続くと見込んでいます。 

 その他の市債は，平成 31 年度まで，清掃センター延命化事業や神立駅西口地区土地

区画整理事業，学校給食センター再整備事業，市民会館耐震補強工事等の大規模事業に

伴い公債費を超える発行額となり，平成 32 年度以降は大幅に減少する見込みです。な

お，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえた改修・更新費の財源として，毎年度

16 億円程度の発行を見込んでいます。 

図 3-6 市債の見通し 

 

 

 

  

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

合 併 特 例 債 956.5

臨 時 財 政 対 策 債 2,066.9 1,975.2 1,887.6 1,803.8 1,723.8 1,932.9 1,878.4 1,825.4 1,773.9 1,723.9 1,675.3

そ の 他 4,063.3 3,495.4 4,608.0 2,089.5 1,845.7 1,565.9 1,599.7 1,599.7 1,599.7 1,599.7 1,599.7

市 債 合 計 7,086.7 5,470.6 6,495.6 3,893.3 3,569.5 3,498.8 3,478.1 3,425.1 3,373.6 3,323.6 3,275.0

（単位：百万円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

7,086.7

5,470.6

6,495.6

3,893.3
3,569.5 3,498.8 3,478.1 3,425.1 3,373.6 3,323.6 3,275.0

合併特例債 臨時財政対策債 その他

（単位：百万円） 
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（２）歳出 

 歳出は，大規模事業の収束により平成 32 年度に 500 億円を下回りますが，扶助費や公

債費の増加，老朽化した公共施設等の改修・更新費などにより，その後も 490 億円から

510 億円程度で推移する見込みです。 

図 3-7 歳出の見通し 

 

 

  

　　　　　　　　 年　度
　 　科　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

人 件 費 8,992.2 8,650.4 8,509.3 8,420.7 8,330.3 8,303.0 8,287.1 8,302.5 8,293.9 8,203.3 8,121.4

扶 助 費 11,364.6 11,725.8 12,087.4 12,478.1 12,889.3 13,296.7 13,695.1 14,078.9 14,442.5 14,780.7 15,088.5

公 債 費 4,980.7 5,131.8 5,331.2 5,745.8 5,969.0 6,060.5 6,135.5 5,982.4 5,784.8 5,707.3 5,573.8

物 件 費 7,820.6 8,096.7 8,083.7 7,876.7 7,905.1 7,960.1 8,052.2 7,934.7 8,021.9 7,947.4 8,034.1

維 持 補 修 費 809.4 1,296.4 1,340.8 1,296.8 1,290.8 1,300.9 1,276.7 1,284.5 1,278.0 1,276.7 1,284.5

補 助 費 等 3,973.6 2,850.7 2,398.8 2,438.2 2,330.0 2,239.9 2,235.2 2,234.8 2,234.8 2,234.8 2,235.2

繰 出 金 7,410.5 6,529.0 6,465.4 6,488.9 6,482.0 6,517.9 6,479.2 6,509.6 6,377.7 6,377.4 6,466.5

投 資 的 経 費 8,155.7 6,327.5 7,111.1 4,615.4 3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0 3,500.0

そ の 他 126.4 204.8 364.8 115.3 115.2 115.9 115.9 115.9 115.9 115.9 115.9

歳 出 合 計 53,633.7 50,813.1 51,692.5 49,475.9 48,811.7 49,294.9 49,776.9 49,943.3 50,049.5 50,143.5 50,419.9

（単位：百万円）
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① 人件費 

  人件費は，公立保育所及び公立幼稚園の廃止に伴う新規採用者数の減，並びに職員

平均年齢の若年化に伴い減少しますが，平成 33 年度以降は減少傾向が鈍化する見込み

です。 

図 3-8 人件費の見通し 

 

② 扶助費 

 扶助費は，老年人口の増加に伴う老人福祉費，障害者福祉費の増のほか，子ども・子

育て支援事業の充実に伴う児童福祉費の増により，大幅な増加が続く見込みです。 

図 3-9 扶助費の見通し 

 

 

（単位：百万円）
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③ 公債費 

 公債費は，平成 35 年度まで増加し，その後，緩やかに減少する見込みです。 

 ピークとなる平成 35 年度は，平成 29 年度の 49.8 億円に対して 23.2％の増となりま

す。 

図 3-10 公債費の見通し 

 

④ 繰出金 

 繰出金は，平成 29 年度の土浦駅前北地区市街地再開発事業完了に伴い，平成 30 年度

に大きく減少する見込みです。平成 30 年度以降は，駐車場事業，下水道事業及び農業

集落排水事業の各特別会計における公債費繰出金が減少基調となりますが，後期高齢者

医療及び介護保険特別会計繰出金の増により，総額では 65 億円程度で推移する見込み

です。 

図 3-11 繰出金の見通し 

 

（単位：百万円）
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⑤ 投資的経費 

投資的経費は，清掃センター延命化事業や市民会館耐震補強工事が完了し，神立駅西

口地区土地区画整理事業や学校給食センター再整備事業等の大規模事業が進捗するこ

とから，平成 32 年度に大幅な減となる見込みです。 

なお，本見通しでは，「土浦市公共施設等総合管理計画」を踏まえ，公共施設等の改

修・更新費として，年間 35 億円※を投資するものとしています。具体的には，「３ヵ年

事業実施計画」に計上された事業費のうち，公共施設等の改修・更新費に係る投資的経

費が 35 億円を上回る年度については，「３ヵ年事業実施計画」に計上された額と同額

を計上し，35 億円に満たない年度については，35 億円との差額を投資的経費及び維持

補修費に加算することにより，毎年度の公共施設等の改修・更新費が 35 億円を下回ら

ないように推計しています。 

図 3-12 投資的経費の見通し 

 

 

 

※ 35 億円 

「土浦市公共施設等総合管理計画」においては，公共施設の改修・更新費を 49.8 億円と見込み，これを長

寿命化と施設総量の 30％縮減により，18.9 億円まで縮減するとしています。また，インフラ施設のうち，

道路・橋梁については 26.9 億円とされています。 

本見通しでは，道路・橋梁についても長寿命化により費用を約 40％縮減するものとし，16.1 億円と設定

しています。 

○ 公共施設等の改修・更新費 … 公共施設 18.9 億円＋インフラ施設(道路・橋梁) 16.1 億円 ＝ 35 億円 

 

 

（単位：百万円）
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３ 年度末基金残高の見通し 

 本見通しでは，収支不足をすべて一般財源基金（財政調整基金及び市債管理基金）で補

てんすると仮定しています。その結果，平成 36 年度には一般財源基金が枯渇し，以降は

解消困難な財源不足が生じる見込みです。 

 なお，一般財源基金が枯渇する平成 36 年度以降の財源不足額を折れ線グラフで表して

います。 

図 3-13 年度末基金残高の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　 年　度
　 　項　目

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

財 政 調 整 基 金 4,614.3 4,230.8 3,572.6 3,145.5 2,368.3 1,227.8 104.9

市 債 管 理 基 金 1,375.8 1,275.8 1,175.8 975.8 775.8 475.8 75.8

特 定 目 的 基 金 2,900.5 2,783.8 2,666.3 2,548.8 2,431.3 2,313.8 2,196.3 2,178.8 2,161.3 2,143.8 2,126.3

基 金 残 高 8,890.6 8,290.4 7,414.7 6,670.1 5,575.4 4,017.4 2,377.0 2,178.8 2,161.3 2,143.8 2,126.3

財 源 不 足 額 1,437.5 1,638.4 1,591.4 1,807.0

（単位：百万円）
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４ 年度末地方債残高の見通し（全会計） 

 年度末地方債残高は，平成 29 年度末に 1,036.5 億円となり，過去のピークであった平

成 10 年度の 1,017 億円を上回り，さらに，平成 31 年度には， 1,051.6 億円まで増加し，

過去最大となる見込みです。 

 平成 32 年度以降は，投資的経費の減少により地方債残高が減少していく見込みです。 

図 3-14 年度末地方債残高の見通し 

 

 

  

（単位：百万円）
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Ⅳ 財政指標の見通し 

 

１ 財政指標の見通し 

 経常収支比率は，100 を超えると市税等の経常的歳入で経常的な行政経費を賄えず，建

設事業や新たな市独自事業の実施が困難な状態となりますが，平成 39 年度には 93.3 まで

上昇する見込みです。主な要因の一つは，経常的歳出に占める扶助費の割合の増加であり，

本市に限らず全国的な傾向です。今後は，引き続き扶助費が増加傾向にあることや，新た

に整備した施設の維持管理費及び公債費の増などにより，上昇基調が見込まれることから，

さらなる経常的歳出の縮減を図る必要があります。 

実質公債費比率は，公債費が増加するものの，普通交付税への算入が大きい市債の活用

により，おおむね横ばいとなる見込みです。 

また，将来負担比率は，大規模事業の実施に伴う市債の発行などにより平成 31 年度ま

でやや高い水準となりますが，その後，市債残高の減少を反映して低下し，平成 37 年度

には値なしとなる見込みです。なお，実質公債費比率，将来負担比率ともに，財政健全化

団体指定への基準を大きく下回る比率で推移する見込みです。  

図 4-1 財政指標の見通し

 
  

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

経常収支比率 90.1% 89.6% 88.6% 92.4% 91.9% 93.1% 93.5% 93.8% 93.3% 93.1% 93.3%

財政力指数（3ヵ年平均） ※ 0.870 0.867 0.863 0.858 0.850 0.844 0.837 0.834 0.832 0.831 0.831

実質公債費比率（3ヵ年平均） 6.9 5.6 4.1 4.0 5.1 6.2 6.8 6.7 6.2 5.7 5.4

将来負担比率 76.2 73.2 75.3 66.2 50.7 40.9 26.0 12.5 - - -

※ 財政力指数は，グラフの上では％表示としています。
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18％～ 起債 同意⇒許可

25％～ 財政健全化団体（起債 一部制限）

35％～ 財政再建団体（起債 制限）

財政力指数

1.000（グラフでは100.0）を超えると

普通交付税不交付団体

将来負担比率

350％以上 財政健全化団体

経常収支比率 100を超えると市税等の経常的歳入で

経常的な行政経費を賄えていない状態
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Ⅴ 持続可能な財政運営に当たって 

 

１ 長期財政運営の基本的な考え方 

 平成 29 年度から平成 39 年度までの累積収支不足額は 130 億円と見込まれます。適正な

予算執行の徹底，予算編成過程における事業の厳選などにより，昨年度に見込んだ平成 28

年度から平成 39 年度までの累積収支不足額 162 億円より改善する見込みとなりました。 

 しかしながら，毎年度の収支不足を単純に一般財源基金で補てんした場合，一般財源基

金は平成 36 年度に枯渇すると見込まれることから，安易に基金による補てんに頼ること

なく，持続可能な財政運営を行うための抜本的な対策が急務となります。具体的には，一

般財源基金の枯渇を回避するためには，今後，毎年度 6.5 億円※以上の財源を，歳入の確

保及び歳出一般財源の削減により捻出する必要があります。 

 このため，持続可能な財政運営のための基本的な考え方として，以下の取組を進めます。 

 

２ 持続可能な財政運営のための取組 

（１）歳入の確保と適正化 

 人口維持，産業育成など税源増加のための施策の推進 

 「土浦市まち・ひと・しごと創生 総合戦略」を着実に推進し，人口減少を克服する

とともに，市全体の活性化を図ります。 

 収納率向上と未収債権の回収促進 

 市税については，徴収率は向上しているものの，依然として県内平均を下回っている

ことから，引き続き計画的・効率的な滞納整理の執行に努めます。 

 その他の債権についても，催告手法を創意工夫するなど納付喚起の促進に努め，収入

未済額の圧縮を図ります。 

 売却，貸付，広告掲載など保有資産の有効活用 

 空きスペース，利用頻度の低い資産及び未利用資産について，売却，貸付，広告掲載

を検討し，歳入確保に取り組みます。また，公共施設等の改修・更新にあわせ，ネーミ

ングライツの導入を検討し，新たな歳入の確保に努めます。 

 特別会計を含む使用料・手数料等の適正化 

 本年度，土浦市使用料等見直し検討委員会における検討を経て策定した「受益者負担

の適正化に関する基本方針」に基づき，すべての使用料等について検証・見直しを進め

るとともに，無料施設についても有料化の検討を行います。 

 一般財源基金の確保 

 財政調整基金の適正額は，一般的に標準財政規模の 10％と言われています。これを本

市に当てはめると 29 億円となることから，この水準が確保できるよう決算剰余金の積

立に努めます。 
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 なお，類似団体（38 市）の平成 28 年度決算ではこの割合が平均 16.0％であり，本市

に当てはめると 46.4 億円となることから，本年度末の残高見込みである 46.1 億円の維

持がひとつの目標となります。 

 

（２）歳出の抑制と適正化 

   公共施設マネジメントの推進 

   平成 28 年 8 月に策定した「土浦市公共施設等総合管理計画」において，今後 40 年間

で，公共施設等の総量（床面積換算）の 30%縮減を目標に掲げました。その目標を具現

化するため，本年度策定を進めている「土浦市公共施設再編計画」に基づき，今後は，

公共施設の再編を図ります。 

   大胆な事業のスクラップによる予算配分の重点化 

   現に実施する全ての事業を０ベースで捉え，その必要性，緊急性，費用対効果等を十

分に検証し，聖域を設けず，大胆なスクラップを断行します。市単独事業はもとより，

国や県の補助事業であっても，効果の薄い事業及び必要性の薄れた事業については，廃

止を含めた見直しを進めます。 

 計画的かつ厳格な選択と集中による事業の重点化 

 大規模事業の同時並行的な実施は困難となることが見込まれるため，事業ごとの緊急

度・重要度を適切に判断し，事業実施の時期を計画的に割り振るとともに，継続事業を

含めて真に必要な事業の選択と集中を進めます。 

 行政コスト（人件費，資本費を含めたトータルコスト）などによる費用対効果の検証 

 地方公会計制度の行政コストを活用するなど，施設別の費用対効果を検証し，過重な

財政負担が生じている施設について，民営化を含めた運営のあり方について検討します。 

 

※ 6.5 億円 

平成 36 年度から平成 39 年度に見込まれる一般財源基金不足による解消不能な収支不足額合計 64.7 億円

÷10 年（平成 30 年度から平成 39 年度）≒ 6.5 億円 
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